
大量流通の見直しを通じた持続可能な社会づくりのための方策に関するとりまとめの概要①

E F ｼｭ ﾏｯﾊ の著書
在 社会

再ｴﾈ・分
散型ｴﾈを
軸とした
低炭素な

E･F･ｼｭｰﾏｯﾊｰの著書

「スモール・イズ・ビューティ
フル」 （1973年）

大量生産・大量消
費・大量廃棄

現在の社会 地
域
資
源

「もっと多く、もっと遠く、
もっと早く、もっと豊かに」 低炭素な

地域
大量流通

源
の
徹
底
活

自然環境の危機、資源枯渇
の危機に瀕すると警告

もっと早く、もっと豊かに」
という社会は・・・

過剰な環境負荷、輸
入資源への依存

地域資源を
徹底活用し

地域循環
圏の構築

活
用
に
よ
る

流通網の遮断・混乱

ｴﾈﾙｷﾞｰ供給の遮断・需給
逼迫

徹底活用し
た地域づくり
「ないものねだり」から

「あるもの探し」への転換

再
エ
ネ
を

ギ
ー
供
給

す
る
決
意

自然との
共生

る
環
境
・防

逼迫

災害に強い地域づくりの
必要性

集中型システムの脆弱性

○再エネ設備集中導入
○リユ ス・リサイクルの

東日本
大震災
発生

を
エ
ネ
ル

給
の
柱
に

意
が
必
要
＝

災害に強
い地域

未活用の地域資源が大量に存在

防
災
・
活
力

暮らし・社会の在り方を見
直す必要性 ○自然環境を生かした

観光振興と環境教育

○リユース・リサイクルの
促進

○農産物の地産地消

困難へ
の挑戦

未活用の地域資源が大量に存在

太陽光、風力、バイオマス等の再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ資源

廃棄物処理施設廃熱等の未利用エネルギー資源 活力と個

力
ま
ち
づ
く

○必要度の薄い輸送
の削減

○災害時のエネルギー
源の確保

○環境ﾋﾞｼﾞﾈｽ振興

食品廃棄物等の循環資源

自然観光資源

性のある
地域

規格外の農産物

く
り

源の確保

を統合的に推進



大量流通の見直しを通じた持続可能な社会づくりのための方策に関するとりまとめの概要②

地域資源 有効活用に向けた施策地域資源の有効活用に向けた施策

再生可能・未利用
エネルギーの活用

廃棄物の
地域循環

自然環境
の活用

農産物の地
産地消

【H23予算】
○チャレンジ25地域づくり事業
○バイオ燃料導入加速化事業
○温泉エネルギー活用加速化事業
○洋上風力発電実証事業

【H23予算等】

○廃棄物の特性に応じた地域循環圏の構
築推進、エコタウンの活用

○循環型社会づくりビジネス支援事業（粗
大ご リ デ 事業等）

【H23】

～農林水産省
との連携

【H23】○洋上風力発電実証事業
○J‐VER制度を活用した事業

○小規模地方公共団体対策技術率先導
入補助事業

○再生可能エネルギー地域推進体制構

大ごみリユースモデル事業等）

○食品リサイクル法等の各リサイクル制度
の推進

○廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進
事業

【H23】
○生物多様性の保全・活
用による元気な地域づく
り事業

○エコツーリズム法の認
定によるブランド化

【H23】
○チャレンジ25

キャンペーン
での「地産地
消」呼びかけ

○ アクシ築事業

【更なる施策】
○全量固定価格買取制度の早期導入

○被災地における再生可能エネルギー導

○循環型社会形成推進交付金による高効
率ごみ発電等の施設整備の推進

【更なる施策】
○ガラスびんリユースのモデル事業を実施

定によるブランド化

【更なる施策】

○復興地域での農林水
産業と連携したエコツー

○エコ・アクショ
ン・ポイントの
推進

【更なる施策】
入のための計画策定緊急事業

○指定避難所等の公的施設への自立分
散型エネルギーの集中導入への支援

○各省連携の未利用エネ活用事業の検
討 等

○ガラスびんリユ スのモデル事業を実施

○食品廃棄物を地域で集団回収し、飼料・
肥料化するモデル事業を検討

○製品プラスチックの地域回収・リサイクル
のモデル事業実施の検討

○地域循環圏構築の計画策定を支援

リズムの推進、グリーン
ツーリズムとの連携

○国立公園におけるエネ
ルギー等の地産地消

○政府グリーン
購入での対応
の検討（食堂
に係る配慮事
項）討 等

【Ｈ２３】 ○「低炭素杯」による表彰 ○フードマイレージ等による輸送による環境負荷の見える化の推進
【更なる施策】 ○地域資源を徹底活用し 環境・防災・活力まちづくりに取り組む地域を支援するモデル事業の実施

○地域循環圏構築の計画策定を支援 項）

横 断 的 施 策

輸送段階におけるCO2の削減のための施策

【更なる施策】 ○地域資源を徹底活用し、環境・防災・活力まちづくりに取り組む地域を支援するモデル事業の実施

【更なる施策】 ○企業のサプライチェーンにおけるCO2算定支援ツールの作成 ○物流関係での各省連携の新規事業の検討


